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平成２９年度 

 

八代市議会 議会運営委員会 視察報告書 

 

 

■視察日程 

  

  平成３０年２月７日（水）～９日（金） 

 

■視察先 

 

  ２月７日  東京都立川市 

    ８日  東京都青梅市 

    ９日  東京都町田市 

 

■視察参加者 

  【委員会】 委 員 長 成松由紀夫 

        副委員長 村川 清則 

        委  員 大倉 裕一 

        委  員 亀田 英雄 

        委  員 谷川 登 

        委  員 橋本 幸一 

        委  員 古嶋 津義 

        委  員 村山 俊臣 

        委  員 山本 幸廣 

        議  長 増田 一喜 

 

  【随 行】 市議会事務局書記 嶋田 和博 

           〃     増田 智郁 
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■視察先及び目的 

  １．東京都立川市 

   ①『タブレット導入について』 

   （調査目的） 

     本調査事項については、本市において、これまで議会改革特別委員会が

設置され議論されたテーマのひとつであった。タブレッド端末を導入する

ことにより、事務の効率化、議会運営及び他への端末活用を調査するもの

である。 

   ②『新庁舎における議会棟について』 

   （調査目的） 

     現在、本市において新庁舎建設が進められているが、その中において議

会棟（議長、委員会室、会派室等）の建設規模や機能、さらには市民の利

便性を調査することで、今後の新庁舎建設に活かすものである。 

 

 

 ２．東京都青梅市 

   ①『議会運営について』 

   （調査目的） 

     本市において、これまでの議会改革に対する取り組みも含め、決算審査

方法変更など最近においても議会運営の改革を行っている。そこで、青梅

市の議会運営を調査することで、本市のさらなる議会改革に活かすもので

ある。 

   ②『新庁舎における議会棟について』 

   （調査目的） 

     現在、本市において新庁舎建設が進められているが、その中において議

会棟（議長、委員会室、会派室等）の建設規模や機能、さらには市民の利

便性を調査することで、今後の新庁舎建設に活かすものである。 

 

 

 ３．東京都町田市 

   『災害時における議会の役割について』 

   （調査目的） 

    熊本地震発災時において、議会全体としてどのような行動をとるべきで

あるか等の明確な基準が正式に整備されておらず、当時、それぞれの議員

が手探りの中での災害対応であった。そこで、町田市の災害時における基

準を調査するものである。 
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東京都 立川市                  

 

１ 視察日   平成３０年２月７日（水） 

 

２ 調査事項  ①『タブレット導入について』 

        ②『新庁舎における議会棟について』 

 

３ 事業概要（説明内容） 

①『タブレット導入について』 

   ※別添のとおり（説明後、実際タブレットを使用してデモ体験） 

  

《主な質疑》 

Ｑ１：各議員に一台のタブレットを貸与するということであるが、使用について

は議会中に限らず、普段から使用してよいのか。 

Ａ１：議会中に限らず使用できることを前提としている。各議員の地域での使用

を期待しており、また、管理については各議員責任の責任としている。こ

れまで、実際に端末機の紛失・故障した例もあったが、補修契約を結んで

いるので無償で対応できる。 

Ｑ２：タブレットには、本会議での表決機能が付いているのか。 

Ａ２：表決機能は付いていない。委員会は起立採決。本会議は、別に表決システ

ムが導入されている。 

Ｑ３：タブレットを経由して、執行部から議員や各委員会に情報提供があるとい

うことだが、情報提供することにより、閉会中の委員会開催回数に変化は

あったか。 

Ａ３：特段、変化はない。 

 

②『新庁舎における議会棟について』 

   ※別添のとおり（説明後、議場に移動し個々説明及び質疑） 
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東京都 青梅市                  

 

１ 視察日   平成３０年２月８日（木） 

 

２ 調査事項  ①『議会運営について』 

        ②『新庁舎における議会棟について』 

 

３ 事業概要（説明内容） 

①『議会運営について』 

   ※別添のとおり 

  

《主な質疑》 

Ｑ１：通年議会導入に至った経緯について。 

Ａ１：前期に議会活性化特別委員会を設置しており、議会基本条例について調査

するよう議長から諮問を受けていた。その中で、青梅市において積雪によ

る被害が発生し、定例会・臨時会を開催する際のタイミング等の支障があ

り、これを機に通年議会設置に向けての検討が始まった。検討に当たって

は、文京区の視察等を行い、その結果、地自法 102 条第 2 項に基づき 5 月

に招集し、翌年 4月 30日を会期とする通年議会を設置した。 

この場合、１度首長が招集すれば、その後、各定例会はあるが、臨時会を

議長がいつでも開会することができるようになるので、本特別委員会で検討

した結果、導入することを了と判断され、最終的に議会運営委員会で決定さ

れた。これまでの各定例会の間を閉会中としていたものが、休会の扱いにな

る(平成 27年 3月に条例改正） 

      （従 来）    (導入後） 

       定例会  →  定例議会 

Ｑ２：通年議会を導入してよかったか。 

Ａ２：よかった。閉会中の継続審査等は不要となった。 

Ｑ３：予算決算常任委員会の役割と常任委員会の役割について。 

Ａ３：予算決算常任委員会は、予算・決算の審査を行い。それ以外の事件・条例

等の議案について、所管の常任委員会で審査を行う。 

Ｑ４：関連質問は、通告者が行うのか、または、通告議員の質問が終了した後に

他の議員が行うのか。 

Ａ４：関連質問がある場合は、議長に申し入れを行い、議運で諮った後、通告者

の質問終了後に他の議員が行う。実績はない。 

Ｑ５：議会の開会日程の決定時期について。 

Ａ５：当該定例議会の最終日の議運で、次期定例議会の日程を決定している。 

   （通年議会導入前も同様の決定方法） 
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Ｑ６：次期定例議会日程を当該議会最終日に決定するとなると、次期定例議会に

上程する議案はある程度の当該議会中に決定しておく必要かと思われるが、

その辺の調整はどのように行っているのか。 

Ａ６：定例議会 1 ヶ月前の内部会議で議案が決定され、定例会議会の 1 週間前に

議案が送付されている。  

Ｑ７：臨時議会の開催頻度について。 

Ａ７：年に１～２回開催している。 

Ｑ８：予算決算委員会の開催日数について。 

Ａ８：それぞれ４日間開催している。説明員は、款項目の入れ替えをしていない

ので、全部課長（７３名）が４日間出席している。 

Ｑ９：通年議会導入による傍聴者数について。 

Ａ９：変化なし。 

 

②『新庁舎における議会棟について』 

   ※別添のとおり（説明後、議場に移動し個々説明及び質疑） 

Ｑ１：議会棟（３階建）に対する市民の反応について。 

Ａ１：新庁舎建設特別委員会で、「別棟で建設する必要があるのか」「別棟だとコ

ストがかかってしまうのではないか」等、かなり議論された。建築当時の

コンセプトとして、土日も議会が運営できるようにセキュリティー上、別

棟にするというものがあった。しかし、市民が委員会または本会議を傍聴

する時は、２階の議会事務局（受け付け）を通ってからでないと３階に行

けないので、不便な状態となってしまった。しかし、これについて市民か

らの苦情等はない。 

Ｑ２：総面積と総工費について。 

Ａ２：新庁舎の延べ床面積が、２２，０９７．７６㎡。建設工事費は、７３億４

９００万円。平米単価は、約３３２，５００円。また、附帯工事（解体費

含む）約５億９３００万円。その他（引越し費用、備品購入費等）約９億

５９００万円。総事業費としては、約８９億。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

東京都 町田市                  

 

１ 視察日   平成３０年２月９日（金） 

 

２ 調査事項  『災害時における議会の役割について』 

 

３ 事業概要（説明内容） 

   ※別添のとおり 

  

《主な質疑》 

Ｑ１：対策本部の委員長を先頭に行動されているが、広域消防や自衛隊との連携

について。 

Ａ１：市の災害対策本部が自衛隊、米軍基地等との連携を行っている。 

Ｑ２：市の災害対策本部は震度５弱から設置されるのか。 

Ａ２：旧の時が震度５弱であったが、現時は、震度６弱で設置されている。 

Ｑ３：内規の第４を設置した背景について。 

Ａ３：本市では、大規模地震は発生していないが、風雨による川の氾濫による災

害時に各議員の動きがかなり防災課を苦しめたというのが実態である。と

いうのも、やはり執行部としては、議員の意見は無視できないので、各議

員からの要望・要請に応えなければいけなくなる。議員からの情報は非常

にありがたいが、その意見に担当が対処しなければいけない点が、執行部

としては辛いという事実がある。このようなことから、議会の対策委員会

が、各議員の情報等をまとめて執行部へ情報提供するようにしている。（阪

神大震災時、神戸市の状況を議員が得て、議員からの発案であった） 

Ｑ４：本委員会は、災害時における行政への要請等の取りまとめが大きな目的か

と感じる。そこで、議員は各地域で災害活動を行っている中において、逆

に行政からの情報提供はどのように行われているのか。 

Ａ４：基本的には即座に市の対策本部が議会の災害対策委員会へ状況報告がなさ

れている。しかし、災害の規模・状況に応じて報告の方法も変化するもの

と思われるので、規定の中には定めていない。 

Ｑ５：災害時における委員長の判断と権限について。（地域の現場で活動している

議員の責任。八代市においては、現場判断で行っている。） 

Ａ５：権限はないが、実情は各地域の議員が責任を負って対応している。地域で

は、誰かが司令塔にならなければならない。 
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